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外国人研究者の寄与による研究機関の生産性の向上
　大学を含め研究機関は国外の優秀な研究戦力を補充しなければ、国際的競争に勝てなく
なってきている。世界トップレベルといえる研究機関・拠点の形成には、高い国際性が必
須であり、外国人研究者の招致と育成に成功し研究の生産性に成果を挙げている研究機関
を参考にすることは意義深い。外国人研究者の受け入れと研究に関して、「世界トップレ
ベル研究拠点（WPI）」プログラムの（独）物質・材料研究機構（NIMS）における「国際ナ
ノアーキテクトニクス研究拠点（MANA）」、およびその前身であった「若手国際研究拠
点（ICYS）」の各種データを解析した結果、外国人比率の増大に伴い、ホスト機関の世界
ランク（被引用数）も大幅に向上していることがわかった。ICYS プログラム開始前には
世界 18 位であった材料科学分野の論文被引用数（直近 5年間で集計）は、ここ数年は世
界 3〜5位に躍進した。ICYS およびMANAの両プログラムは幅広い領域の科学を対象と
し、外国人研究者の比率向上が大きな効果をもたらしている。優秀な外国人研究者を集め
て日本で活動させる試みは、明らかに質の高い論文の生産性に効果をあらわす。
　その成功には、研究員の国内外の研究機関への栄転やホスト機関への定年制職員の採用
促進とともに、外国人にとって快適な生活の提供、言葉の壁を排し日本の文化を知っても
らうという努力が寄与している。震災後に外国からのビジターが激減する中でも、これら
のプロジェクトでは外国人研究者の 90％以上が職場復帰している。
　日本の研究機関の世界の中での存在感の低下や新興国からの追い上げが危惧されている
が、研究機関の国際的交流環境の整備を戦略的に進め、日本の研究機関の国際的競争力の
向上に努めるべきである。
図表　NIMSにおける外国人研究者比率の推移（A）とMANAの研究者数の内訳（B）
（注：ICYS は、2007 年後期より縮小した後、MANAの一部となった）
科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2012年 3・4月号
10
科学技術動向研究
外国人研究者の寄与による
研究機関の生産性の向上
有賀　克彦
客員研究官
蒲生　秀典
グリーンイノベーションユニット
　大学も含め研究機関は、国外の
優秀な研究戦力を補充しなけれ
ば、国際的な競争に勝てなくなっ
てきている。外国人研究員の補充
に関しては、研究者の個人的な努
力の他、各種の制度による外国人
支援などの工夫がなされている
が、外国人研究者が自然に集まる
ことを待つような受け身の取り組
みは必ずしも実を結ばない。組織
的かつ積極的な取り組みと現実問
題に対応しうる細やかなノウハウ
の蓄積が必要である。現状では、そ
れらが知識体系としてまとめられ
ておらず、いつまでたっても暗中
模索の取り組みを繰り返している
数値データ、すなわち、外国人研
究員動向、機関としての研究成果
の向上、キャリアパス、および実
地で行われている外国人への対応
をまとめ、外国人研究者を惹きつ
ける研究機関の条件を抽出する。
また、高い外国人比率の実現と相
関して、被引用数などの研究の質
が上がっていることを検証するこ
とで研究機関の生産性向上につい
て述べる。さらに、東日本大震災
前後の外国人研究者の訪問状況や
外国人研究員の避難・復帰状況な
どのデータを加え、緊急時に必要
な組織としての対応についても考
察する。
感がある。それらの問題を打開す
る方法の一つは、外国人研究者の
招致と育成に成功し研究の生産性
に成果を挙げている研究機関の成
功例を提示し、参考にすることで
あろう。
　例えば、（独）物質・材料研究
機構（NIMS）は日本の研究機関
の中で外国人比率が極めて高い
研究機関である。それは、「若手
国際研究拠点（ICYS）」とその
ノウハウを受け継いだ「国際ナ
ノアーキテクトニクス研究拠点 
（MANA）」の 2 つのプログラム
に因るところが大きい。ここで
は、これらのプログラムに関する
2-1
世界トップレベル
研究拠点の要件
〜米国調査から〜
　世界トップレベルといえる研究
機関・拠点の形成には、高い国際
性が必須であることが認知されて
いる。例えば、「米国の世界トッ
プクラス研究拠点調査報告書」1）
が、世界トップクラスの研究拠点
たるべき要件として最終的に導き
出した結論は、「世界中からトッ
プクラスの優れた人材をひきつけ
ることのできる力を持っているこ
と」である。本報告書によれば、
調査に関わった多様な特徴を持つ
研究拠点の代表者クラスが共通
して指摘した点は、「世界トップ
クラスの研究拠点とは当該国だけ
でなく世界中のトップクラスの優
秀な人材（研究者だけでなく技術
者・大学院生も含めて）が、その
拠点で研究をしたい、仕事をした
いと願うような魅力を備えている
こと」である。米国のトップクラ
スの研究拠点では、最優秀の人材
をスカウトし、採用した結果、国
1 はじめに
2 外国人研究者を増やすことの必要性と波及効果
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　本稿では、外国人比率の高い研
究組織を作るためのプログラム
として効果を挙げている「世界
トップレベル研究拠点（WPI）」
プログラムのうち、特に「国際
ナノアーキテクトニクス研究拠
点（MANA）」 お よ び、 そ の 前
身であった「若手国際研究拠点 
（ICYS）」を例として採り上げる。
まずは、これらのプログラムの目
的をそれぞれまとめる。
3-1
世界トップレベル研究拠点
（WPI）プログラムの目的
　日本において、世界トップレベ
ルの拠点を形成するものために、
WPI プ ロ グ ラ ム が 2007 年 に ス
タートした。詳細の説明は関連の
ウェブサイトの記載に譲るとして、
設立の目的をここに簡単に紹介す
る。「世界トップレベル研究拠点
プログラム委員会からのメッセー
ジ」では、本研究支援プログラム
に対して、次のような趣旨と期待
が述べられている3）。
　「優れた頭脳の獲得競争が世界
的に激化している中で、我が国が
科学技術水準を維持・向上させて
いくためには、優秀な人材の世界
的流動の「環」の中に位置づけら
れ、内外の研究人材が自然に蓄積
されていくような研究機関を我が
国にも作っていく努力が必要であ
る。本プログラムは、世界から第
一線の研究者が集い、異分野を
融合させて新しい学問分野を創造
する研究活動が行われ、優れた研
究成果を生み出す拠点として世界
的に高い評価を受けるような、い
わゆる「世界トップレベル研究拠
点」を我が国に作ることを目指
すものである。このような研究拠
点を作るためには、高い研究水
準（クリティカル・マスを越える
優れた研究者の物理的集合）と優
れた研究環境を整備する必要があ
り、日本が優位性を発揮できる分
野で優秀な研究者のクリティカ
ル・マスを構築するとともに既存
の制度に囚われない優れた研究環
境を実現する。」
3-2
国際ナノアーキテクトニクス
研究拠点（MANA）の目的
　WPI プログラムには、東北大、
東大、京大、阪大（後に九大も）
に加えて、独立行政法人として
は唯一、（独）物質・材料研究機
構の国際ナノアーキテクトニク
ス研究拠点（International Center 
for Materials Nanoarchitectonics, 
MANA）が採択された。MANA
は、ナノテクノロジーと物質科学
における新しいパラダイムを生み
出す国際的な研究拠点を生み出す
ことを目的としている。本拠点の
拠点長ビジョンでは、以下の提言
がなされている4）。
　「最近、ナノテクノロジーは本
当に期待どおりの発展を遂げてい
るのだろうかとの疑問が投げかけ
られているが、ナノテクノロジー
がナノサイエンスの域を脱して実
用にまでつながる本当のテクノロ
ジーとなるためには、何らかのブ
レークスルーが必要であるという
2-2
地域の国際的活性化
〜つくば市からの期待〜
　外国人研究者を増やすことは、
その研究機関・拠点のみならず、
それを包括する地域にも利益をも
たらす。つくば市の「筑波研究学
園都市を国際拠点とするための
提言」2）によれば、「世界中から優
秀な頭脳を集めて、最先端の研
究成果を生み、その成果を活用し
際性が高くなるという結果を得て
いる。逆説的に言えば、国際的環
境のないところには世界トップレ
ベル拠点は形成し得ないと考えて
もよいだろう。したがって、世界
的な競争力を持つ生産性の高い研
究機関育成のためには、日本に
も「世界トップレベル研究拠点
（WPI）」のようなプログラムの推
進が必要なのである。
たビジネスを展開する」という手
法には、大きな成果が報告されて
おり、「事業を成功裏に進めるた
めには、優れた研究環境のみなら
ず、家族を含めた外国人研究者等
が快適に生活できる環境が不可欠
であることは常識となっている」
と述べられている。国際的な研究
拠点や機関を作ることは、研究の
生産性を上げるという特定の問題
に対処することにとどまらず、そ
れを抱える地域の要望や期待に応
えるという、より一般性の高い貢
献にも寄与する。
3 紹介する研究プログラムの目的
科 学 技 術 動 向　2012年 3・4月号
12
◂✪ᶭ㛭 አᅗெ◂✪⩽ᩐ㸝≺㸞∸㈹࣬ᮞᩩ◂✪ᶭᵋ 585㸝≺㸞⏐ᴏᢇ⾙⥪ྙ◂✪ᡜ 394㸝භ㸞㧏࢙ࢾ࣭ࣜ࢟ຊ㏷ჹ◂✪ᶭᵋ 305 㸝≺㸞ᅗ❟⎌ሾ◂✪ᡜ 031㸝≺㸞㎨ᴏ࣬㣏ဗ⏐ᴏᢇ⾙⥪ྙ◂✪ᶭᵋ 64 㸝≺㸞ᅗ㝷㎨ᯐỀ⏐ᴏ◂✪ࢬࣤࢰ࣭ 51 㸝≺㸞㎨ᴏ⏍∸㈠″◂✪ᡜ 82㸝≺㸞㎨ᴏ⎌ሾᢇ⾙◂✪ᡜ 81㸝≺㸞ᅰᮄ◂✪ᡜ 21Ẵ㇗ᖿࠈẴ㇗◂✪ᡜ 01㸝≺㸞᲻ᯐ⥪ྙ◂✪ᡜ 6㸝≺㸞ᘋ⠇◂✪ᡜ 3ᅗᅰஹ㏳┤ࠈᅗᅰᢇ⾙ᨳ➿⥪ྙ◂✪ᡜ 1ᅗᅰஹ㏳┤ࠈᅗᅰᆀ⌦㝌 1 㸝◂ಞ⩽ࢅ㝎ࡂ㸞図表 1　つくば市の公的研究機関における外国人研究者数（平成 23 年 3 月現在）
出典：筑波研究学園都市「外国人研究者等調査報告書」5）
認識に基づいている。これまでの
ナノテクノロジーは、ナノスケー
ルの限られた空間における少数
の原子や分子に対して行われたも
のであり、実用材料に供するよう
な大きな意味のあるスケールでの
実践が行われてこなかった。後者
の目的にとっては、加工の方法を
より大きいスケールにまで適用可
能にすること、また個々の機能分
子や機能構造を有機的に集積しか
つ互いにリンクさせること、そし
てそれによって実用可能な機能
をシステムとして発現させるこ
とが必要とされる。本拠点のビ
ジョンとして、そのような技術
体系をナノアーキテクトニクス
（Nanoarchitectonics）という語で
表現し、本研究拠点においてその
開拓を目指す。これらの技術開発
に基づき、材料研究の新しいパラ
ダイムを切り拓き、21 世紀の持続
可能な発展にとって必要な新技術
の開発を可能にする革新的材料を
この研究拠点において開発する。」
3-3
若手国際研究拠点
（ICYS）の目的と意義
　上記 MANA プログラムの前身
として、（独）物質・材料研究機構
では 2003 年から若手国際研究拠
点（International Center for Young 
Scientists, ICYS）というプログ
ラムを遂行しており、MANA プ
ログラム運営の基礎を築いた。
ICYS プログラムは、国籍にとら
われない若手有能研究者の育成に
取り組んだが、その目的とすると
ころは以下のものであった。
　「本プログラムは、2003 年度の
戦略的研究拠点育成プログラム
（Super–COE）課題として採択さ
れたが、世界各国から独創性に富
んだ若手研究者が一堂に会して、
国籍や言葉の違いを超えて、自分
の研究アイディアで自立的に研究
に没頭できる魅力的な環境を構築
することにより、それらの若手研
究者がその能力を最大限に発揮し
て、異分野や異文化の融合による
画期的な研究成果を生み出すこと
を目的とした。」
　つまり、MANA がナノテクノ
ロジーと物質科学の世界的拠点を
国際性高い環境下で実現すること
を目的とするのに対し、そのもと
になった国際的な人材の採用と育
成のノウハウを育てたのが ICYS 
プログラムであると言える。
4-1
外国人比率の向上
〜つくば市の研究機関の
外国人比率〜
　まず、客観的な事実のはじめと
して、つくば市の公的研究機関の外
国人研究者数を図表 1 に示した。
　図表 1 によれば、研究機関の規
模にも依存するが、（独）物質・材
料研究機構（NIMS）、（独）産業技
術総合研究所（AIST）、（共）高エ
ネルギー加速器研究機構（KEK）
の外国人研究者数が目立って多い
ことがわかる。比較的限られた範
囲の課題を対象とする機関や日本
の国土や気象を対象とする機関に
対し、科学技術全般を対象として
いる AIST、多くの対象に広く適
用されうる独自技術・施設をもと
にしている KEK、世界各国が取
り組む課題（物質科学やナノテ
クノロジー）を対象としている
NIMS では、比較的、外国人を受
け入れやすいと考えられる。ただ
し、AIST の研究者総数は NIMS
の 3 倍ほどであり、外国人研究者
比率においては後者が圧倒的に高
い。ともに幅広い領域の科学を
対象としながら、NIMS が高い外
国人研究者比率を示すのは、図
表 2 に示すように、ICYS および 
MANA プログラムがあるからで
ある。MANA 内部に限ると、外
国人研究者の比率は 50% を超え
ており、研究者の半数以上が外国
人、という状況にある。おそらく、
4 研究プログラムの成果を示すデータ
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図表 2　NIMSにおける外国人研究者比率の推移（A）とMANAの研究者数の内訳（B）
（注：ICYS は、2007 年後期より縮小した後、MANAの一部となった）
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このような環境は日本国内の他の
研究機関には見られないものと想
像する。このようなデータから、
ICYS および MANA の両プログ
ラムが、外国人研究者比率向上に
おいて、日本の他所にはみられな
いような大きな役割を果たしてい
ることがわかる。
4-2
研究アクティビティー
の向上
　このように、外国人研究者の比
率が多い環境が、研究の生産性向
上に結びついている現状をいくつ
かの具体的な数値データから実証
したい。図表 3 には、ホスト機関
である NIMS の材料科学分野に
おける被引用数（Citation）の世
界順位を示したものである（トム
ソンロイター社 Essential Science 
Indicator による）。外国人研究者
を増加させるためのプログラム
ICYS が開始される前の世界ラン
キングは、18 位にすぎなかった
が、ICYS に引き続き MANA が
開始され軌道に乗った直近の 5 年
間の研究機関別被引用数で NIMS
は世界 4 位にランクされた。な
お、 図 表 3 中 Chin. Acad. Sci. と
Max Planck Society は 研 究 機 関
の組織・集合体であり、NIMS の
ような単独の研究機関ではない。
したがって、実質的な意味では、
世界の研究機関として、NIMS は
MIT（マサチューセッツ工科大）
に次ぐ、世界第 2 位に位置すると
いってよい。
　図表 4 には、その内訳を示す
ことによって、NIMS 全体への
MANA プログラムの貢献度を示
した。MANA が開始された 2007
年 以 降 に NIMS か ら 発 表 さ れ
ている論文の 38%、被引用数の
52% が MANA からの寄与である
（図表 4（A））。また、被引用数
の高い論文上位 31 報のうち 22 報
が MANA からのものである（図
表 4（B））。MANA に所属する研
究者数の比率（18％）からすると
MANA の引用度への寄与は非常
に大きいと言える。
　このようなデータは、外国人研
究者数を積極的に採用しているプ
ログラムが、組織の業績向上に大
きく貢献していることを示してい
る。単に外国人比率が高いという
表面的な数字にとどまらず、その
研究の質にも確実に影響を与えて
い る。MANA や ICYS で は、 研
究員採用にあたって、インパクト
ファクターの高い論文を筆頭著者
で出しているかなどの基準を設
け、生産性の高い能力のある研究
者を優先的に採用している。しか
も、選択肢を国内にとどめず、国
際的に広げることによって、国内
外に関係なく能力の高い研究者を
集める機会を格段に増やしてい
る。つまり、外国人研究者を増や
す（国際的にする）ことは、全体
（平均）構成研究員のレベルを挙
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 Institute Citation  Institute Citation 
1 Max Planck Society 25739 Chin. Acad. Sci. 45576 
2 Tohoku Univ. 23891 Max Planck Soc. 16318 
3 MIT 18568 MIT 11514 
4 UC Santa Barbara 17338 NIMS 11266
5 Penn. State Univ. 15503 Natl. Univ. Singapore 11209 
6 Chin. Acad. Sci. 15101 Tsing Hua Univ. 10436 
7 Univ. Cambridge 14977 Tohoku Univ. 10291 
8 Kyoto Univ. 13301 Georgia Tech. 9463 
9 Osaka Univ. 12575 Ind. Inst. Tech. 9459 
10 Russ. Acad. Sci. 12556 Univ. Manchester 9197 
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図表 3　物質科学分野における被引用数の世界ランキング（組織名は略称）
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図表 4　NIMSの発表論文に見るMANAの寄与
科学技術動向研究センターにて作成
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 (A) ICYS ࠾ࡼࡡ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈ ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈࡡᩐᾇአ ᅗහ◂✪ᶭ㛭 ኬᏕ࣬௺ᴏ NIMS ࣂ࣭ ࣏ࢾࣤ ࢹ MANA ◂✪ဤ NIMS ࣎ࢪࢺࢠᖲᠺ 16ᖳᗐ 3 0 0   ᖲᠺ 17ᖳᗐ 9 0 3 5  ᖲᠺ 18ᖳᗐ 4 3 1   ᖲᠺ 19ᖳᗐ 16 1 3 2  ᖲᠺ 20ᖳᗐ 2     ᖲᠺ 21ᖳᗐ 2  1 1  ᖲᠺ 22ᖳᗐ 8  2  2 ゛ 44 4 10 8 2 
(B) MANA ࠾ࡼࡡ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈ ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈࡡᩐᾇአ ᅗහ◂✪ᶭ㛭 ኬᏕ࣬௺ᴏ NIMS ࣂ࣭ ࣏ࢾࣤ ࢹ MANA ◂✪ဤ NIMS ࣎ࢪࢺࢠᖲᠺ 20ᖳᗐ 4     ᖲᠺ 21ᖳᗐ 7 2 1   ᖲᠺ 22ᖳᗐ 22 2 2 1 4 ᖲᠺ 23ᖳᗐ 13 4 1 2 1 ゛ 46 8 4 3 5 
図表 5　ICYSとMANAからのキャリアアップ（外国人を含む全ての研究者が対象）
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げることにつながっている。
　もう一つ特筆すべきことは、外
国人研究者は共同研究を積極的に
行うことである。これは、図表 5
（B）の上位論文の多くが、多国
籍の共著になっていることからも
明らかである（上位 31 報中、22
報が多国籍で 2 報が外国人単著で
ある）。組織内外を問わず研究の
流動性を高めるという面において
も、他国から流入した戦力は大き
な寄与をしていることを示す。こ
のような点が、日本人研究者のレ
ベルアップにもつながることは十
分に期待できるところである。
4-3
外国人研究者の
キャリアパスの改善効果
　他国で働く外国人研究者は、本
国で働く者に比べて流動的であり、
研究プログラムでの研究を終えた
後に自他の機関の別のポジション
へと移るケースが多く見られる。
逆に言うと、このようなキャリア
パスの充実がない限り、外国人研
究者を責任を持って受け入れるこ
とができない。図表 5 には、ICYS
および MANA のキャリアパスの
現状を示した。ICYS や MANA に
在籍した研究者は、外部機関への
栄転に加えて、ホスト機関である
NIMS 職員としての採用もみられ
る。特に後者は、ICYS や MANA
が NIMS 内のテニュアトラック充
実の役割を果たしたことを示す。
　このように、在籍者のキャリア
アップが順調なことに背景には、
（i）採用時に業績や能力が高いこと
を条件として選抜・採択しており、
かつ、以降のジョブハンティング
においても競争力の高い人材を
雇っている；（ii）本プログラムで採
用された研究者は研究期間内にも
優れた業績を残すことが多い；（iii）
彼らの共同研究者であるシニア研
究者やプログラムのアドバイザー
が当該分野の有力研究者であるこ
とが多いため、コネクションに
よって就職を斡旋できる、といっ
た要因があるものと考えられる。
科 学 技 術 動 向　2012年 3・4月号
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　ここでは、プロジェクトにおい
て実際に何が行われているか、特
にどのような要因が外国人研究者
を組織に留め、生産性の向上につ
ながっているのか、という視点
で、実際に方策として行われてい
ることとともに、形には表れない
実質的な要因についても言及して
みたい。
　ICYS および MANA は以下の
三つの方策によって、外国人が活
動しやすい環境を提供している。
まずは、一般的な試みを列挙す
る。（外国人生活支援詳細に関し
ては参考文献6、7）を参照していた
だきたい。）
5-1
一般的な国際化の試み
5–1–1　国際的環境で快適な
研究・生活をしても
らう
・MANA 事務部門の国際性（つく
ばにおける国際経験のある人材
の豊富さ、ICYS 時からの外国人
対応のノウハウの蓄積）
・英語による定期オリエンテー
ション・ラボツアーの実践
・（社）科学技術国際交流センター
（JISTEC）との契約による生活
立上げ支援（外国人登録手続
き、銀行口座開設、住居の紹
介、契約の立会い、病院付き添
い、緊急時対応、等）
・外国籍研究者用住居の充実（二
の宮ハウス、竹園ハウス）
5–1–2　国際的環境で言葉の
障壁をなくす
・英語の公用語化（セミナー、会
議、合宿、等、英文 E メール、
掲示・表示）
・英語のイントラネット（Infor- 
mation for Foreign Resear- 
chers、External Grants, etc.）
・書類の英語併記（NIMS ガイド
ブック、Document Form（様式
集））
・NIMS 事務職の国際化（TOEIC
受験、スクーリング付通信教
育、海外語学研修（モンタナ州
立大学語学研修、6 週間）、イ
ンターン研修（UCLA、6 ヶ月））
5–1–3　国際的環境で日本を
知ってもらう
・日本語教室の設置（入門クラス、
初級クラス）
・日本文化教室の設置（空手、折
り紙、浴衣、鍼灸、和太鼓、茶
道、俳句、篆刻、風呂敷、藍
染・雛祭り）
5-2
より優秀な外国人の
維持確保
　次に、より優秀な外国人研究
者を維持確保するための施策を、
「外国人研究官を集められる理
由」、「外国人研究官を留めておけ
る理由」、「研究者全体に対する研
究組織の取り組み」に分類して列
挙する。
◎優秀な外国人研究者を集められ
る理由
・NIMS は物質科学・ナノテクノ
ロジーに関して日本の代表格の
組織であり、外国人を含めての
応募者が多い。
・当該分野の有力研究者を主任研
究者にすえているので、海外か
らの交流・応募が多い。
・Nature 等の有名誌での広告掲
載や学会でのロビー活動が熱心
に行われている。
・分野の有力者をアドバイザーに
おいており、組織の格式が国際
的に認知されている。
・以前に在籍した外国人研究者か
らの紹介が多い（良い評判・良
い継続的なコネクション）。
・Open Research Institute, Intern-
ship Program という制度によ
り、外国の教員や大学院生を短
期で招聘している。この交流に
よる応募者もある。以前の在籍
者が、このプログラムで再来日
することもある。
・WPI プログラムには、各拠点
外国人比率を 30% 以上にする
という努力目標がある。
◎優秀な外国人研究者を留めてお
ける理由
・全体的に研究レベルが高いため、
在籍中に研究成果が出やすい。
・事務系が完全にバイリンガルで
あり、生活の問題に至るまで十
分にケアされる。
・上記のケアにより、ホスト研究
者などは不必要に外国人のこと
で煩わされない。結果として、
ホスト・ゲスト双方の関係がよ
く保たれる。
・外国人研究者は研究に専念で
きる。
・既に外国人が多いことにより、
おたがいに助け合う自然の繋が
りが生まれている。外国人は少
数だと手がかかるが、ある程度
以上になると、自助効果によっ
て手間がかからない。
・日本人研究者も、能力の高い外
国人研究者とともに働くことに
メリット（研究の質の向上な
ど）を感じている。
・現時点では、給与に関して円高
のメリットがあるかもしれない
（ICYS 研究者の給与は高めに
設定されていたが、MANA ポ
5 数値に表れないノウハウの紹介
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図表 6　震災における外国人数の推移：震災前後でのMANAへの外国人訪問者の変
化（A）とMANAにおける震災後の外国人研究者数の変化（B）
科学技術動向研究センターにて作成
スドクの給与水準は通常ポスド
ク並みに戻された。その影響は
少ないが、円高が相殺した可能
性もある）
◎研究者に対する研究プログラム
の取り組み
・ノーベル賞受賞者を含む著名な
研究者との定期的ディスカッ
ションや研究交流の機会がある。
・外部研究者を含むダブルメン
ター制度・有名研究室への派遣
制度がある。
・定年制研究者に対しては、研究
業績の年次評価と賞与への反映
がある（これは NIMS 全体が対
象）。実力と給与が連動している。
・グランドチャレンジプログラム
など内部提案型の研究ファンド
制度がある。これは、日本の競
争資金獲得に不利な外国人研究
者の救済になりうる。
　外国人研究者が我が国に本当に
惹きつけられたかということを推
し量る一つの試金石として、昨
年の大震災後の外国人の動向が
ある。それを定量的に示すため
のデータを図表 6 に記した。図
表 6（A）は震災前年の 2010 年の
4〜9 月に訪問した外国人数と震
災後の 2011 年の 4〜9 月の外国人
訪問者数の比較である。研究者に
おいても一般の外国人客の動向と
同じで、2011 年に外国人の訪問
数は激減している（特に、欧米系
が著しい）。一方、図表 6（B）は
MANA における外国人数の変移
である。震災後 1 週間において
外国人数は 30% に落ち込んだが、
これは各国からの避難勧告などの
影響が大きい。しかしながら、震
災後一ヶ月には約 80% の外国人
研究者が復帰し、六ヵ月後には震
災前に在籍した 114 名のうち 102
名が復帰している。離職者の中に
は、震災後の 3 月末に任期満了に
なったものも含まれており、ほぼ
全員が復帰したことになっている。
　以上のデータが示すことは、海
外にいて報道的な情報のみ入手し
うる外国人は来日をあからさまに
拒否したが、一度日本の生活を知
り、人的なコネクションができた
者は、震災という非常事態があっ
たとしても、日本に定着する傾向
が強かったという事実である。
　なお、つくば市の「筑波研究学
園都市を国際拠点とするための提
言」2）によれば、地域的な傾向お
よび対策に関して、下記の特徴が
まとめられる。これは、つくば市
全体の研究機関に関する情報であ
るが、MANA も同様な傾向およ
び、これらの対策の好影響を受け
たと考えられる。
○外国人帰国の主な理由：
・震災・原発事故からの避難（出
身国大使館の指示等）
・断水・物資不足などにより通常
生活ができないこと
・研究施設・機器の損傷により研
究継続ができないこと
○外国人復帰の主な理由：
・つくば地域の環境放射線データ
による安全の確認（公的機関周辺）
・上水道および物資購入の復旧状
況の確認
・各種業務再開の確認
○外国人に対し採られた措置
・ラジオつくばの 6 ヶ国語放送
（つくば市の委託による、英・
中・ポルトガル・スペイン・韓
国・アラビアの各語、3 月 17
日―4 月 15 日、放射線情報や生
活情報（水、食品の購入など））
・放射線安全に関する英語の講演
会（オープン）の開催
・各研究機関のホームページ等に
よる情報の提供
・外国人も含めた市民向け避難所
の開設
・安否の確認（各機関による）
6 震災の影響　〜未曾有の災害後でも外国人比率を保てるか〜
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　本稿では、（独）物質・材料研究
機構（NIMS）が推進する世界ト
ップレベル拠点（WPI）プログラ
ムの国際ナノアーキテクトニクス
研究拠点（MANA）、およびその
前身であった若手国際研究拠点 
（ICYS）における活動を例にと
り、外国人研究者の受け入れと研
究に関してデータをいくつか解析
した。その結果、下記の点が明ら
かになった。
1）これら研究プログラムの適用
によって、外国人比率を大幅に増
やすことが可能であったこと（半
数以上を外国人とすることが可能
であった）。
2）これらのプログラムによって、
ホスト機関の世界ランク（論文の
被引用数）が大幅に向上し、それ
らの半分以上は人数的に 1/5 に過
ぎない MANA プロジェクトが担
っていること。
3）これらのプログラムが研究員
の良いキャリアパスとして機能
し、国内外の研究機関への栄転や
ホスト機関への定年制職員として
の採用が促進されていること。
4）震災後に外国からのビジター
が激減する中、これらのプロジェ
クトでは外国人研究官の職場復帰
が 90％以上なされたこと。
5）これらの成果の影には、外国
人にとって快適な生活を提供し、
言葉の壁を排し、日本の文化を知
ってもらうという努力がある。
　これらはまだ端緒についた試み
であり、一般化して言及するのは
時期尚早かもしれないが、非常に
参考となる例であることは確かで
ある。日本の研究機関の世界の中
での存在感の低迷や新興国からの
追い上げが危惧されているが、こ
のように国際的な環境を整備する
研究プロジェクトをさらに推進す
ることにより、日本の他の様々な
研究機関でもランクアップが期待
される。我が国は、研究機関の国
際的交流環境の整備を戦略的に進
めることにより、日本の基礎研究
の国際的な競争力向上に努めるべ
きである。
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